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はじめに

　固定資産課税における価格の決定は，裁量
行為であり⑴，固定資産評価基準（昭和38年12
月25日自治省告示第158号）（以下「評価基準」
という）は，一種の裁量基準である。固定資
産の価格をめぐる一連の最高裁判決が明らか
にした判断枠組は，このことを暗黙の前提と
しているように思われる⑵。本稿は，このよう
な視点から，固定資産の価格をめぐる攻撃防
御の構造を分析する試みである。

　検討の順序は，以下のとおりである。まず，
Ⅰで，行政法学における裁量論を概観する。
次に，Ⅱで，地方税法の規定を確認し，固定
資産の評価において裁量が付与される理由を
考察する。これをふまえて，Ⅲでは，固定資
産の評価における裁量と税法学の通説である
裁量否定論の関係を整理する。この整理の結

固定資産の価格をめぐる攻撃防御の構造
── 行政裁量論の視点から ──

馬場　陽
（弁護士）

論　説

目　次

はじめに
Ⅰ　行政裁量論の概観
　１　裁量とは
　２　裁量の外枠
　３　裁量行為と覊束行為の区別の相対性
　４　覊束裁量
　５　司法審査の手法
　６　実体不審理
　７　裁量基準
　８　個別事情考慮義務
Ⅱ　実定法にみる固定資産評価の裁量性
　１　実定法の仕組
　２　裁量の根拠
Ⅲ　税法と裁量
　１　税法学における裁量否定論
　２　租税法律主義と裁量否定論の関係

　３　固定資産の価格の決定と裁量
　４　裁量否定論への懐疑論
Ⅳ　最高裁判例にみる審理構造
　１　最判平成15・６・26民集57巻６号723頁
　２　最判平成15・７・18判時1839号96頁
　３　最判平成17・７・11民集59巻６号1197頁
　４　最判平成25・７・12民集67巻６号1255頁
Ⅴ　攻撃防御構造の分析
　１　攻撃防御構造の整理
　２　攻撃防御構造の整理から見えてくるもの
Ⅵ　その他の諸問題
　１　２つの時価が論証された場合
　２　R１ルートの展開可能性
　３　立証責任論
　４　勝訴判決の上限を画する訴訟行為
おわりに

⑴　シンポジウム「資産税の諸問題」租税法研究12
号110頁［阿部発言］（1984年）参照。

⑵　田代滉貴「判批」 法政研究82巻１号92-93頁
（2015年）参照。
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果，両者の間に衝突がないことが確認される。
Ⅳでは，固定資産の価格をめぐる一連の最高
裁判決を概観する。そして，Ⅴで，その攻撃
防御の構造を整理する（Ⅴ１）。その結果，固
定資産の価格をめぐる一連の最高裁判決にお
いて裁量審査の審理構造がとられたことが確
認される。このように，固定資産の価格の決
定が裁量行為であるとすると，次に問題とな
るのは，最高裁が認める評価基準の拘束力と
処分庁の個別事情考慮義務の関係である。こ
れは，行政手続の文脈でいえば，処分庁は評
価基準を離れて個別の価格形成要因をどこま
で考慮することができ，あるいはしなければ
ならないか，という問題であり，訴訟の文脈
でいえば，原告・被告は評価基準を離れて個
別の価格形成要因をどこまで・どのような条
件の下で主張立証できるのか，という問題で
ある。この点について最高裁の態度を確認し，
学説との分岐点を明らかにする（Ⅴ２）。
　最後に，Ⅵで，派生する問題を取り上げる。

Ⅰ　行政裁量論の概観

　固定資産課税における価格の決定を裁量論
の枠組で理解するためには，行政法学の成果
を概観しておくことが有益である。裁量論は

行政法の基本問題であり，単純な整理を許さ
ないが，議論の概要は，およそ次のとおりで
ある。

１　裁量とは

　立法府が行政府に認めた判断の余地を，裁
量と言う⑶。裁量行使の場面に応じて，要件裁
量・効果裁量の区別がある⑷。裁量を与えられ
た行政府には，「立法による基準の欠如してい
る部分について案件ごとに必要な基準を補充
しつつその判断を形成していく」⑸ことが期待
される。

２　裁量の外枠

　行政府の裁量を限界づけるものは，何より
も法律（根拠法）であるが，他にも，たとえ
ば憲法がある⑹。また，裁量の枠内で法規命令
が定立されたならば，法規命令は行政府を覊
束する。このように，行政府は，法律の授権
の範囲内においても覊束されることがある。
この点を捉えて，裁量とは法

4

の枠内における
判断・行動の余地であるとか⑺，外部法の枠内
で有する判断・行動の自由である⑻と説明され
る⑼。

⑶　宇賀克也『行政法概説Ⅰ（第６版）』（有斐閣，
2017年）324頁参照。

⑷　宇賀・前掲注⑶327-328頁参照。
⑸　小早川光郎『行政法講義　下Ⅰ』（弘文堂，2002

年）21頁。
⑹　山本隆司「日本における裁量論の変容」判例時

報1933号13頁（2006年）は，特定の法規範を外側
から覊束する典型として「基本権」を挙げる。も
っとも，憲法（基本権）による制約は，法規範の
内側の問題（解釈の問題）ということもできる（同
14頁参照）。

⑺　阿部泰隆『行政法解釈学Ⅰ』（有斐閣，2008年）

362頁参照。
⑻　高木光「法規命令による裁量拘束」法学論叢172

巻４・５・６号97頁（2013年）参照。
⑼　法律の枠外に行政権の自由な領域を想定できる

か否かは１個の問題である。たとえば，法の「執
行」と区別して「執政」という概念を認め，行政
権にその全部又は一部を帰属させる見解があるが

（野中俊彦ほか『憲法Ⅱ〔第５版〕』（有斐閣，2012
年）166頁［高橋和之］参照），これと裁量の関係
は不明である。宮田三郎『行政裁量とその統制密
度（増補版）』（信山社，2012年）４頁は，別物と
整理する。
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３　裁量行為と覊束行為の区別の相対性

　裁量行為と覊束行為は概念上一応区別でき
るが，両者の間には「ただ程度の差異がある
にすぎない」⑽。ほとんどの行政行為には裁量
的側面と覊束的側面があり，裁量を論じる場
合の真の問題は，「どのような点に裁量が認め
られるか，認められる裁量の広狭・程度はど
のようなものかを，根拠法令の法的仕組みの
個別具体的な解釈により明らかにすること」⑾

にある。

４　覊束裁量

　立法府が行政府に判断を委ねているものの
うち，「何が法であるかの裁量」を，覊束裁量
と言う⑿。「何が法であるか」に関する行政府
の判断は，通常，完全な司法審査に服する。
覊束裁量は，司法審査の対象から除外される
行政行為の範囲を特定するための技術的概念
であったが⒀，現在では，あまり意味のないも
のとなっている⒁。

５　司法審査の手法

　行政府の裁量行使について，裁判所は，裁
量の逸脱又は濫用の有無を審査する（行政事
件訴訟法30条）。その審査手法の中心にあるの
が，判断過程審査である⒂。判断過程審査は，
実体審査と区別されるもので，裁量処分に至
る判断の過程に着目し，その合理性を審査す
る（審査手法の問題）。これと別次元に，審査
密度の問題がある⒃。審査手法が論証主題の問
題であるとすれば，審査密度は論証度の問題
である⒄。
　判断過程審査では，たとえば，処分庁が処
分にあたり考慮すべき事項（価値）を適切に
考慮したか，考慮すべきでない事項（価値）
を過大に考慮していないか，それぞれの考慮
要素を適正な重み付けをもって考量している
か，といった点が審査される⒅。
　このような審査手法が選択されるのは，政
策的・専門的・技術的問題については，「公益
を実現するために関係する諸利益・知識・情
報を決定にまとめあげる作業」⒆が必要だから

⑽　田中二郎『行政法総論』（有斐閣，1957年）282
頁。

⑾　櫻井敬子＝橋本博之『行政法（第６版）』（弘文
堂，2019年）104頁。

⑿　櫻井＝橋本・前掲注⑾103頁。
⒀　田中・前掲注⑽284頁参照。
⒁　塩野宏『行政法Ⅰ〔第６版〕』（有斐閣，2015年）

152-153頁，阿部・前掲注⑺366頁参照。
⒂　宇賀・前掲注⑶333頁，山本・前掲注⑹14-15頁

参照。山本は，著しさの統制（いわゆる社会観念
審査）も論証過程統制（判断過程審査）のヴァリ
エーションの１つと整理している。小早川光郎『行
政法講義　下Ⅱ』（弘文堂，2005年）199頁も同じ。
深澤龍一郎「裁量審査の密度と方法」法律時報90
巻８号37頁（2018年）は，裁量行為のみならず覊
束行為についてもこれが一般的審査方法ではない

かと述べる。
⒃　村上裕章「判断過程審査の現状と課題」法律時

報85巻２号14頁（2013年）。深澤・前掲注⒂37頁
も同旨か。

⒄　巽智彦「事実認定論から見た行政裁量論」成蹊
法学87号107頁（2017年）参照。

⒅　東京高判昭和48・７・13行集24巻６・７号533
頁（日光太郎杉事件）で注目され，最判昭和48・
９・14民集27巻８号925頁（地方公務員分限処分事
件），最判平成８年３月８日民集50巻３号469頁（剣
道受講拒否事件），最判平成18・２・７民集60巻２
号401頁等で確立された審査手法である。村上・前
掲注⒃14頁は，判断過程審査の中にはこの他に合
理性審査といわれる手法があるが，「両者の関係は
不明確」とする。

⒆　山本・前掲注⑹12頁。
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であるが，行政府も，専門的・技術的知見を
外部から調達しており，能力的限界があるこ
とは議会や裁判所と変わらない⒇。そこで，こ
れを役割分担と捉え，裁判所は処分庁の決定
に対する監査機能を分担しているという考え
方が，近時有力である�。

６　実体不審理

　判断過程審査によってある行政行為が取り
消されたとしても，それは当該行政行為の結
果が実体法上も違法であったことを意味しな
い。したがって，適切な判断過程をたどって
同じ結論に達したならば，再度同一の処分を
行うことは許される�。

７　裁量基準

　裁量行使に当たり，裁量基準が存在する場
合がある。裁量基準は処分庁が定めることも
あれば，上級庁や他庁が定めることもある。
かつて，最高裁は，最判昭和53・10・４民集
32巻７号1223頁（マクリーン事件）において
裁量基準の拘束力を否定したかに見えたが，
裁量基準の拘束性を前提とするかのような判
断も存在していた�。近時，最判平成27・３・
３民集69巻２号143頁は，営業停止処分を受け
た業者が営業停止の期間経過後に当該営業停

止処分の取消を求めた訴訟において，処分基
準の定めるところによれば当該業者が当該営
業停止処分を受けたことによって将来不利益
を受ける可能性があるとして，訴えの利益を
肯定した。その中で，最高裁は，（行政手続
法）「12条１項に基づいて定められ公にされて
いる処分基準は，単に行政庁の行政運営上の
便宜のためにとどまらず，不利益処分に係る
判断過程の公正と透明性を確保し，その相手
方の権利利益の保護に資するために定められ
公にされるものというべきである。したがっ
て，･･････当該行政庁が･･････当該処分基準
の定めと異なる取扱いをするならば，裁量権
の行使における公正かつ平等な取扱いの要請
や基準の内容に係る相手方の信頼の保護等の
観点から，当該処分基準の定めと異なる取扱
いをすることを相当と認めるべき特段の事情
がない限り，そのような取扱いは裁量権の範
囲の逸脱又はその濫用に当たる」と判示し，
一般論として裁量基準の拘束性を認めた。学
説でも，マクリーン事件の先例的価値を否定
し�，あるいは立法者意思の違いを理由に�，
一般論としては裁量基準の拘束性を肯定する
ものが多い�。
　裁量基準がある場合の司法審査は，裁量基
準の合理性，裁量基準適用の合理性という二

⒇　山本・前掲注⑹12頁は，諸利益・知識・情報の
まとめ上げが「裁判所だけでなく行政機関にとっ
ても困難である」ことを指摘する。

�　山本・前掲注⑹12-13頁参照。「裁量統制は，行
政機関と裁判所，さらには原告私人が，法（律）
規範を具体化する論証過程を，協働して追試的に
検証する手続と考えられる」（同17頁）。深澤・前
掲注⒂36頁は，羈束行為であっても異ならないは
ず，とする。

�　山本・前掲注⑹17-18頁，村上・前掲注⒃13頁
参照。山本隆司『判例から探求する行政法』（有斐

閣，2012年）259頁は，これが「行政裁量の標準的
な統制方法」とする。判断過程審査において判断
結果の妥当性をも考慮要素とすべきか否かは１個
の問題である。川神裕「裁量処分と司法審査」判
例時報1932号16頁（2006年）参照。

�　たとえば，最判平成４・10・29民集46巻７号
1174頁（伊方原発事件）。

�　阿部・前掲注⑺391頁，山本・前掲注⑹16頁参
照。

�　深澤龍一郎『裁量統制の法理と展開』（信山社，
2013年）128頁参照。
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段階の合理性審査を経るのが通常である�。た
とえば， 最判平成４・10・29民集46巻７号
1174頁（伊方原発事件）は，「右の原子炉施設
の安全性に関する判断の適否が争われる原子
炉設置許可処分の取消訴訟における裁判所の
審理，判断は，原子力委員会若しくは原子炉
安全専門審査会の専門技術的な調査審議及び
判断を基にしてされた被告行政庁の判断に不
合理な点があるか否かという観点から行われ
るべきであって，現在の科学技術水準に照ら
し，右調査審議において用いられた具体的審
査基準に不合理な点があり，あるいは当該原
子炉施設が右の具体的審査基準に適合すると
した原子力委員会若しくは原子炉安全専門審
査会の調査審議及び判断の過程に看過し難い
過誤，欠落があり，被告行政庁の判断がこれ
に依拠してされたと認められる場合には，被
告行政庁の右判断に不合理な点があるものと
して，右判断に基づく原子炉設置許可処分は
違法と解すべきである」（下線は筆者）とし
た。
　ここでは，裁量基準の設定段階における基
準策定者の裁量行使と，裁量基準によって拘
束される処分庁の裁量行使が別個に審査の対

象とされている�。

８　個別事情考慮義務

　裁量基準がある場合でも，処分庁は，具体
的事案に応じて個別の事情を考慮する義務が
ある�。裁判所も，処分庁が個別事情を適切に
考慮していなければ，裁量行使を違法と判断
する。その意味で，裁量基準とは，判断過程
における考慮要素の１つであり，その拘束力
の程度は，「根本的には，行政裁量を付与した
立法者の意思による」�。
　個別事情考慮義務を完全に排除し，一律に
適用しなければならない

4 4 4 4 4 4 4 4 4

基準があるとすれば，
それは法規命令であり，その定立には法律の
委任を要すると考えられる�。拘束力のレベル
として次の段階に位置するものとして，一定
の場合に個別事情を考慮することは禁止され
ないものの，原則として一律に適用すること
が要求され，一律に適用されている限り処分
が違法とならない裁量基準が存在しうるかが
議論されている�。一般論としては，立法府が
行政府に裁量を付与した趣旨が必ずしも一律
的な行政活動を排除するものでない場合であ
って�，例外事由までを含めて必要な考慮事項

�　その場合でも，法規命令ほど強い拘束力はもた
ないと理解するものが多い（山本隆司「行政裁量
の判断過程審査」行政法研究14号23頁（2016年）
参照）。具体的な相違は，裁量基準であれば個別事
情考慮義務が認められるのに対し，法規命令であ
ればこれが認められないという形で現れる。

�　常岡孝好「行政裁量の手続審査の実体（下）」判
例評論638号２頁（2012年）参照。

�　山下竜一「裁量基準の裁量性と裁量規律性」法
律時報85巻２号28頁（2013年）は，裁量基準を策
定する裁量を「基準裁量」，裁量基準によって拘束
される処分庁の裁量を「処分裁量」と呼んでおり，
本稿もこれに倣う。

�　阿部・前掲注⑺393頁，小早川・前掲注⑸25頁，

深澤・前掲注�152頁参照。
�　深澤・前掲注⒂41頁。
�　これに対し，裁量基準は行政規則であり，法律

の委任を要しないと整理するのが通説である（塩
野・前掲注⒁118頁，宇賀・前掲注⑶293頁参照）。
法規命令は，裁量行使に当たって一切の逸脱が許
されない「外枠」であり，これとの関係で行政府
に裁量は認められないから，裁量基準とは別物と
解されている。本稿注�も参照。

�　これらの問題を包括的に取り扱った論考として，
船渡康平「行政決定における裁量基準の適用と個
別化の要請」東京大学法科大学院ローレビュー11
号176頁（2016年）がある。

�　深澤・前掲注�125-126頁参照。
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が適切に組み込まれた裁量基準が存在し得る
ならば，基準外の個別事情を考慮することな
く一律に適用することが許されよう�。もっと
も，そのような強い拘束力をもつ基準は，法
規そのものではないにしても法規に限りなく
近い存在であるから，その定立には法律の委
任が必要であるという見解も存在している�。

Ⅱ　実定法にみる固定資産評価の裁量性

　それでは，固定資産の評価はいかなる意味
で裁量行為であるといえるのか。Ⅱでは，地
方税法の規定から裁量の存在を読み取り，固
定資産の評価について裁量が与えられるべき
根拠を考察する。

１　実定法の仕組

　固定資産税の課税標準は，「当該土地又は家
屋の基準年度に係る賦課期日における価格」
で，「土地課税台帳等」又は「家屋課税台帳
等」（以下，併せて「固定資産課税台帳」とい
う）に登録されたものである（地方税法349条
１項）。この「価格」は，「適正な時価をいう」

（地方税法341条５号）。時価とは客観的交換価
値であるとするのが判例であり�，通説であ
る�。
　この「適正な時価」が理論上一点に定まる
か，一定の幅を持ち得るかは難問である。お

よそ市場に存在する取引は，その時点で存在
する全条件を前提として，両当事者の主観的
動機に基づいて行われるから，特定の条件を
排除した「正常な条件の下に成立する取引」
というものがどこかに存在しているわけでは
ない。したがって，時価（客観的交換価値）
とは存在しない架空の取引の価格であり，そ
れを発見することは原理的に不可能である�。
そうすると，時価は一定の幅を持つ概念ある
いは複数の解を持つ概念と理解するほかない�。
　市町村長（東京都特別区においては都道府
県知事）は，固定資産評価員が地方税法409条
に定める方法で評価を行い作成した評価調書
に基づいて固定資産の価格を決定し，これを
固定資産課税台帳に登録する（地方税法410条
１項，411条１項）。前記のとおり，時価につ
いては一定の幅ないし複数の解があり得るに
もかかわらず，その決定を市長村長の権限に
委ねるのは，一定の枠の中での選択権の付与
であり，このような処分庁の判断の余地を，
通常，裁量という。
　このとき，「固定資産の評価に関する事務に
従事する市町村の職員は，総務大臣及び道府
県知事の助言によつて，且つ，納税者ととも
にする実地調査，納税者に対する質問，納税
者の申告書の調査等のあらゆる方法によつて，
公正な評価をするように努めなければならな

�　深澤・前掲注�125-126頁，常岡・前掲注�13
頁（注132），船渡・前掲注�205頁参照。早い段
階でこれを指摘していたのは，阿部泰隆『行政裁
量と行政救済』（三省堂，1987年）18頁である。

�　船渡・前掲注�205-206頁参照。問題提起とし
て，塩野・前掲注⒁118頁参照。

�　最判平成15・６・26民集57巻６号723頁（本稿
Ⅳ）等。

�　金子宏『租税法〔第23版〕』（弘文堂，2019年）
762頁参照。

�　シンポジウム「租税法の基礎理論」租税法研究
11号162頁［碓井発言］（1983年）参照。

�　Ⅳ４⑶で見る最判平成25・７・12の千葉補足意
見がこの見解をとる。田中治「相続税制の再検討」
日本租税理論学会編『相続税制の再検討』（法律文
化社，2003年）45頁は，「理念的にはただ一点に決
まるべきものかも知れないが，時価概念に多義性，
不透明性が残る限り，これを望むことはできない」
とする。
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い」（地方税法403条２項）。この努力義務も，
裁量の存在を前提としている。
　これに先立って，総務大臣は「固定資産の
評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続」

（評価基準）を定めて告示しなければならない
（地方税法388条１項）。市町村長は，特別な場
合を除き，この評価基準によって固定資産の
価格を決定しなければならないから（地方税
法403条１項），その裁量は評価基準によって
拘束されている。
　この「固定資産の評価の基準並びに評価の
実施の方法及び手続」がいかにあるべきかに
ついても，当然，複数の見解があり得る。し
たがって，評価基準の策定に当たっては，複
数の評価方法の無数の組合せの中から最も適
当と考える組合せを選択する他に方法はない。
地方税法は，この決定を総務大臣の判断に委
ねている。
　そして，評価基準を定めようとするとき，
総務大臣は，地方財政審議会の意見を聴かな
ければならない（地方税法388条２項）。この
意見は， 地方財政審議会の裁量に属し，総務
大臣の裁量を制約する。

２　裁量の根拠

　固定資産の評価は専門的知識を要するが，
総務大臣や市町村長の専門性は，地方財政審
議会や固定資産評価員から調達されている。

これと同じように，議会や裁判所も外部から
専門性を調達することは可能であり，実際に
も，民事訴訟で不動産の時価が算定されるこ
とは多い。このように，専門家の協力が得ら
れる限り，時価の算定能力において国会や裁
判所が総務大臣や市町村長に劣るということ
はできない。
　そう考えると，やはり裁量の根拠は，「真の
時価」の算定不可能性と「諸利益・知識・情
報を決定にまとめあげる作業」の必要性に求
めるべきであろう�。固定資産の価格形成要因
は個別の物件の実情により様々であるが，課
税に当たっては，全国で評価の公平を保つ必
要がある。そこで，どのようなときに何をど
の程度考慮すべきか，多数の考慮要素に順位
付けをしなければならない。その組合せは無
数にあり，少なくとも現在の知見によって唯
一の解を発見することは不可能である。そこ
で，地方税法は，この決定を行政府の裁量に
委ね，複数の専門家組織・政府機関に権限を
分散することによって，それぞれの恣意を抑
制する仕組をとったものと考えられる�。

Ⅲ　税法と裁量

　固定資産の価格の決定が裁量行為であると
すると，税法学の通説である裁量否定論との
関係が問題となる�。

�　「諸利益・知識・情報を決定にまとめあげる作
業」については，山本・前掲注⑹12頁参照。原田
尚彦は，科学問題についても客観的に唯一の真正
な結論があり，裁判官は極力実体判断を行うべき
であるが，能力よりみて困難な場合があるという

（原田尚彦「裁判と政策問題・科学問題」新堂幸司
編代『講座　民事訴訟①　民事紛争と訴訟』（弘文
堂，1984年）178頁参照）。これに対し，時価の算
定は架空の取引における価格を割り出す作業であ

り，原理上「唯一の真正な結論」は存在しないと
いうのが本稿の立場である。

�　シンポジウム・前掲注⑴110頁［阿部発言］が
裁量拘束という視点で固定資産の評価制度を整理
する。碓井光明「固定資産の評価に関する不服の
審査」法科大学院論集14号176頁（2014年）も，評
価基準は市町村長に一定範囲の裁量を認めている
とする。
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１　税法学における裁量否定論

　たとえば，金子宏は，次のように述べて課
税庁の要件裁量を否定する。
　「不確定概念にも，２種類のものがあること
に注意する必要がある。１つは，その内容が
あまりにも一般的ないし不明確であるため，
解釈によってその意義を明確にすることが困
難であり，公権力の恣意や濫用をまねくおそ
れのあるものである。･･････租税法規が，こ
のような不確定概念を用いた場合には，その
規定は課税要件明確主義に反して無効である
と解すべきであろう。これに対し，いま１つ
は，中間目的ないし経験概念を内容とする不
確定概念であって，これは一見不明確に見え
ても，法の趣旨・目的に照らしてその意義を
明確になしうるものである。したがって，そ
れは租税行政庁に自由裁量を認めるものでは
なく，ある具体的な場合がそれに該当するか
どうかの問題は，法の解釈問題であり，当然
に裁判所の審査に服する問題であると解され
る」�。
　また，金子は，次のように述べて課税庁の
効果裁量を否定する。
　「租税法は強行法であるから，課税要件が充
足されている限り，租税行政庁には租税の減

免の自由はなく，また租税を徴収しない自由
もなく，法律で定められたとおりの税額を徴
収しなければならない。これを合法性の原則
と呼ぶが，この原則は，租税法律主義の手続
法的側面であり，わが国においても戦前から
一貫して判例上承認されてきた」�。

２　租税法律主義と裁量否定論の関係

　このように，税法学の通説は，課税庁の要
件・効果裁量を否定してきたが�，これまで
も，税務行政過程に一切の裁量が認められな
かったわけではない。たとえば，下級審裁判
例の中には，税の徴収の場面において課税庁
の裁量を肯定したものが存在しており�，学説
も，課税庁が法律の授権の範囲内において自
らの判断で課税要件を定立することは禁止し
ていない�。そうすると，個別の問題について
裁量が認められるか否かを検討するには，裁
量否定論の意味するところを明らかにし，そ
の議論の射程を確認しておく必要がある。
　これについては，裁量否定論の根拠とされ
る租税法律主義の内容から検討すべきである。
　租税法律主義は，第１に，国民の税負担は
国民が決めるという民主主義的要請として現
れた。これは，すべて課税は法律に根拠を持
たなければならないという課税要件法定主義

�　田代・前掲注⑵93頁も，「租税法律主義，とり
わけ課税要件明確主義を前提とすれば，課税処分
の要件規定において，行政の裁量の余地を認める
ことは原則として許されない。だとすれば，本判
決のように評価基準を裁量基準かのように理解し
た場合，課税標準たる登録価格の算定にあたって
市町村に裁量を認めることになり，租税法律関係
の観点から問題だといえよう。」と指摘している。
相続財産の評価について同様の問題意識を述べた
ものとして，田中・前掲注�55頁参照。

�　金子・前掲注�86頁。

�　金子・前掲注�87頁。
�　岡村忠生ほか『ベーシック税法〔第７版〕』（有

斐閣，2013年）33-34頁〔岡村忠生〕，谷口勢津夫
『税法基本講義〔第６版〕』（弘文堂，2018年）34頁
参照。

�　東京地判平成29・６・27判タ1462号74頁。金
子・前掲注�85頁も，「租税手続法の分野では，
徴収緩和のために自由裁量を認める必要があるこ
とが少なくない」とする。

�　金子・前掲注�82頁参照。



固定資産の価格をめぐる攻撃防御の構造

税法学583　175

として具体化される。この観点からは，たと
えば行政府に裁量を認めたとしても，それが

（白紙的でない）法律の授権の範囲内にとどま
る限り，租税法律主義への抵触を生じない�。
　租税法律主義は，第２に，国民の予測可能
性の保障という自由主的要請を含意する。こ
れは，国民が自由に経済活動を行うためには，
あらかじめ課税要件が明確にされていなけれ
ばならないという課税要件明確主義として具
体化される。この観点からは，たとえば行政
府の裁量行使によって課税要件が決定された
としても，それが明確であり，かつ公にされ
ている限り，国民の予測可能性を害すること
はなく，したがって租税法律主義への抵触を
生じない。
　このようにして明確に定められた課税要件
が充足されたとき，租税債務関係は，自動的
かつ一義的に定まる。これは，租税法規の解
釈と課税要件事実の認定が全面的に司法審査
に服することに加えて，租税債務が法定債務
であり，課税要件の充足によって法律上当然
に成立することの帰結である（租税債務関係
説）�。このとき，課税庁は，租税債権の存否
について判断の余地を持たず，また租税法規
に覊束されるから，租税の減免についても判
断の余地を持たない。これが，課税庁に裁量
がないということの具体的な意味である�。

３　固定資産の価格の決定と裁量

　裁量否定論の意味がこのようなものである

とすれば，これは，課税要件が一義的に定ま
った後の税務行政を問題にしており，行政府
が法律の授権の下で課税要件を明確化してい
く過程までを射程に収めてはいない。固定資
産税の課税標準は，賦課期日における固定資
産の価格であって，固定資産課税台帳に登録
されたものである（地方税法349条１項）。時
価が原理上一点に定まらない概念であるとす
るならば，登録価格の決定は，時価の中から
一点を選択することによって課税標準を定め
る行為である。そうすると，選択された価格
が地方税法にいう時価の範囲内にあり，かつ
明確性が担保されている限り，伝統的裁量否
定論は市町村長の判断余地を否定しないもの
と思われる。

４　裁量否定論への懐疑論

　以上に対し，芝池義一は，租税法規の解釈・
適用においても裁量否定論の妥当性を疑問視
する�。芝池によれば，課税要件の充足によっ
て租税債務が当然に成立するという発想は，
課税庁の処分を介さずして税額が確定する制
度と親和する。しかし，たとえば申告納税の
場合でも，課税庁は納税者の申告を内部的に
審査しており，これに誤りがないことを認定
する行政活動を行っている。申告に誤りがな
い旨の通知をしないのは，手続の省略であり，
適正手続に反する。そう考えると，租税債務
関係説は制度の欠陥と結びついた理論であ
る�。このような思考から，芝池は，租税債務

�　課税要件法定主義を補完するものとしての課税
要件明確主義（「行政権による恣意的な課税を許さ
ない程度に課税要件を明確に法律で定めなければ
ならない」という要請）（佐藤英明「租税法律主義
と租税公平主義」金子宏編『租税法の基本問題』

（有斐閣，2007年）61頁参照）もここに含める。

�　谷口・前掲注�30頁，13-14頁参照。
�　谷口・前掲注�34頁，馬場陽「租税争訟におけ

る和解」税法学574号182頁（2015年）参照。
�　芝池義一「税法と行政法」芝池義一ほか編『租

税行政と権利保護』（ミネルヴァ書房，1995年）１
頁参照。
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を確定させる課税庁の権限を正面から認め，
不確定法概念の解釈に当たっては，課税庁の
政策的判断の余地を認めざるをえない場面が
あるのではないか，と問題提起する�。芝池の
問題意識を共有できるか否かは，租税債務関
係説への懐疑を共有できるか否かにかかって
いる�。芝池説の当否を論じることは租税債務
関係説の当否を論じることでもあり，筆者の
能力の及ぶところではないので，本稿では，
伝統的裁量否定論によっても固定資産評価に
おける裁量は否定されないという点を確認す
るにとどめ，論を先に進めることとする。

Ⅳ　最高裁判例に見る審理構造

　固定資産の価格をめぐる一連の最高裁判決
は，Ⅰで見た裁量審査の枠組みを暗黙の前提
としている。この点をⅤで論じる準備作業と
して，Ⅳで，４つの最高裁判決を概観する。

１　最判平成15・６・26民集57巻６号723頁

　最判平成15・６・26は，固定資産の「適正
な時価」とは「正常な取引条件の下に成立す
る当該土地の取引価格」すなわち「客観的な
交換価値をいう」とした上で，「土地課税台帳
等に登録された価格が賦課期日における当該
土地の客観的な交換価値を上回れば，当該価
格の決定は違法となる。」〔判旨Ⅰ〕とした。
また，同判決は，「評価基準に定める市街地宅
地評価法は，標準宅地の適正な時価に基づい
て所定の方式に従って各筆の宅地の評価をす
べき旨を規定するところ，これにのっとって
算定される当該宅地の価格が，賦課期日にお
ける客観的な交換価値を超えるものではない
と推認することができるためには，標準宅地
の適正な時価として評定された価格が，標準
宅地の賦課期日における客観的な交換価値を

上回っていないことが必要である。」〔判旨Ⅱ〕
と述べて，対象土地の価格の決定の一部は違
法であるとした（上告棄却）。
　評価基準に定める市街地宅地評価法に一般
的合理性があるときは，特別の事情がない限
りこれによって算定した宅地の価格はその適
正な時価を超えるものではないと推認される。
これを前提に�，〔判旨Ⅱ〕は，「標準宅地の適
正な時価」に基づく評価でない点で評価基準
による評価とはいえない（したがって，上記
推認が働かない）ことを述べている�。
　評価基準の意義については，〔判旨Ⅰ〕と

〔判旨Ⅱ〕の間で次のように述べる。「法は，
固定資産の評価の基準並びに評価の実施の方
法及び手続を自治大臣の告示である評価基準
にゆだね（法三八八条一項），市町村長は，評
価基準によって，固定資産の価格を決定しな
ければならないと定めている（法四〇三条一
項）。これは，全国一律の統一的な評価基準に
よる評価によって，各市町村全体の評価の均
衡を図り，評価に関与する者の個人差に基づ
く評価の不均衡を解消するために，固定資産
の価格は評価基準によって決定されることを
要するものとする趣旨であるが，適正な時価
の意義については上記のとおり解すべきであ
り，法もこれを算定するための技術的かつ細
目的な基準の定めを自治大臣の告示に委任し
たものであって，賦課期日における客観的な
交換価値を上回る価格を算定することまでも

�　芝池・前掲注�12-14頁参照。
�　芝池・前掲注�７頁参照。
�　馬場・前掲注�182頁（注50）参照。
�　阪本勝「判解」最高裁判所判例解説 民事篇　平

成15年度（上）（法曹会，2006年）374頁参照。
�　あるいは，「特別の事情」があることを述べたと

いう読み方もできなくはない。
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ゆだねたものではない。」

２　最判平成15・７・18判時1839号96頁

　最判平成15・７・18は，評価基準に定める
総合比準評価の方法が再建築費の算定方法と
して一般的な合理性があり，その評点一点当
たりの価額も一般的な合理性に欠けるところ
はないこと，評価基準が定める経年減点補正
率は，同種の家屋についての通常の維持管理
がされた場合の減価の手法として一般的な合
理性があることを認定した上で，「そうする
と，伊達市長が本件建物について評価基準に
従って決定した前記価格は，評価基準が定め
る評価の方法によっては再建築費を適切に算
定することができない特別の事情又は評価基
準が定める減点補正を超える減価を要する特
別の事情の存しない限り，その適正な時価で
あると推認するのが相当である。」〔判旨Ⅲ〕
とした。
　本判決は，納税者が時価を立証するために
提出した鑑定書（乙山鑑定書）について，次
のように述べている。「乙山鑑定書が採用した
評価方法は，評価基準が定める家屋の評価方
法と同様，再建築費に相当する再調達原価を
基準として減価を行うものであるが，原審は，
乙山鑑定書の算定した本件建物の一㎡当たり
の再調達原価及び残価率を相当とする根拠を
具体的に明らかにしていないため，原審の前
記説示から直ちに上記特別の事情があるとい
うことはできない。そして，原審は，上記特
別の事情について他に首肯するに足りる認定
説示をすることなく，本件建物の適正な時価
が2,606万円程度を超えるものではないと判断
したものであり，その判断には，判決に影響
を及ぼすことが明らかな法令の違反がある」。
　〔判旨Ⅲ〕の論理は，最判平成21・６・５裁

時1485号５頁でも確認されている。市街化区
域農地，原野，雑種地の評価が争われた事案
で，原審は，評価基準所定の評価方法は一般
的な合理性を有するとしながらも，係争物件
を含む区域は市街化区域としての実態を備え
ておらず，評価基準所定の評価方法によって
評価することの合理性を維持できないとした。
その上で，原審は，評価基準所定の評価方法
により決定した価格はいずれも「適正な時価」
を上回るとして，審査決定の取消を命じた。
これに対し，最高裁は，「市街化区域農地に対
して課する固定資産税の課税標準となるべき
価格については，当該市街化区域農地とその
状況が類似する宅地の固定資産税の課税標準
とされる価格に比準する価格によって定めら
れるべき旨を規定している」から，「評価基準
所定の市街化区域農地の評価方法は，･･････
市街化区域農地の適正な時価を算定する方法
として一般的な合理性を有するものというこ
とができ･･････評価要領･･････の定める市
街化区域農地の評価方法は，評価基準の定め
を具体化するものとして一般的な合理性があ
るということができる。」「そうすると，西宮
市長が決定した本件各市街化区域農地の前記
各価格は，評価基準及び評価要領に従って決
定されたものと認められる場合には，それら
の定める評価方法によっては本件各市街化区
域農地の価格を適切に算定することのできな
い特別の事情の存しない限り，その適正な時
価であると推認するのが相当である。」と述べ
ている（原野及び雑種地についても同様の枠
組で判断をしている）。いずれも事例判断であ
る。

３　最判平成17・７・11民集59巻６号1197頁

　最判平成17・７・11は，登録価格が「適正
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な時価」を上回るという原審の認定を前提に，
審査決定を全部取り消した原判決を一部取消
し，審査決定の一部取消を命じたものである。
最高裁は，審査決定の実体法上の適法要件に
ついて，次のように述べている。
　「土地課税台帳等に登録された基準年度の土
地の価格についての審査決定の取消訴訟にお
いては，審査決定の実体上の適法要件として，
固定資産評価審査委員会の認定した価格が基
準年度に係る賦課期日における当該土地の適
正な時価又は評価基準によって決定される価
格（以下，両者を併せて「適正な時価等」と
いう。）を上回るものでないかどうかが，審理
され，判断される」〔判旨Ⅳ〕。
　「土地課税台帳等に登録された基準年度の土
地の価格についての審査決定の取消訴訟にお
いて，裁判所が，審理の結果，基準年度に係
る賦課期日における当該土地の適正な時価等
を認定し，固定資産評価審査委員会の認定し
た価格がその適正な時価等を上回っているこ
とを理由として，審査決定を取り消す場合に
は，納税者が，審査決定の全部の取消しを求
めているか，その一部の取消しを求めている
かにかかわらず，当該審査決定のうちその適
正な時価等を超える部分に限りこれを取り消
せば足りるものというべきである」〔判旨Ⅴ〕�。
　本判決は，固定資産評価審査委員会の認定
した価格が「土地の適正な時価」を上回ると
いう理由（最判平成15・６・26〔判旨Ⅰ〕）に
よって審査決定を取り消しているから，〔判旨
Ⅳ〕のうち「評価基準によって決定される価
格」を上回るものでないかどうかが審理され
ると述べる部分は傍論である。

４　最判平成25・７・12民集67巻６号1255頁

　前記１ないし３の最高裁判決の論理を総合

したのが，最判平成25・７・12である。

⑴　判旨
　ア　まず，最高裁は，「適正な時価」とは

「正常な条件の下に成立する当該土地の取引価
格，すなわち，客観的な交換価値をいう」と
解した上で，最判平成15・６・28の〔判旨Ⅰ〕
を確認した。いわく，「土地の基準年度に係る
賦課期日における登録価格が同期日における
当該土地の客観的な交換価値を上回れば，そ
の登録価格の決定は違法となる」〔判旨Ⅵ〕。
　イ　次に，最高裁は，最判平成17・７・11
で傍論的に示されていた〔判旨Ⅳ〕を一般化
し，「土地の基準年度に係る賦課期日における
登録価格が評価基準によって決定される価格
を上回る場合には，同期日における当該土地
の客観的な交換価値としての適正な時価を上
回るか否かにかかわらず，その登録価格の決
定は違法となるものというべきである。」とし
た〔判旨Ⅶ〕。
　ウ　さらに，最高裁は，最判平成15・７・
18で事例判断として示されていた〔判旨Ⅲ〕
の論理を，次のように一般化した。「地方税法
は固定資産税の課税標準に係る適正な時価を
算定するための技術的かつ細目的な基準の定
めを総務大臣の告示に係る評価基準に委任し
たものであること等からすると，評価対象の
土地に適用される評価基準の定める評価方法
が適正な時価を算定する方法として一般的な
合理性を有するものであり，かつ，当該土地
の基準年度に係る賦課期日における登録価格
がその評価方法に従って決定された価格を上
回るものでない場合には，その登録価格は，

�　同様の見解は，すでに阪本・前掲注�373頁で
示されていた。
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その評価方法によっては適正な時価を適切に
算定することのできない特別の事情の存しな
い限り，同期日における当該土地の客観的な
交換価値としての適正な時価を上回るもので
はないと推認するのが相当である」。〔判旨Ⅷ〕
　エ　その上で，次のように総括している。

「以上に鑑みると，土地の基準年度に係る賦課
期日における登録価格の決定が違法となるの
は，当該登録価格が，①　当該土地に適用さ
れる評価基準の定める評価方法に従って決定
される価格を上回るとき（上記イの場合）で
あるか，あるいは，②　これを上回るもので
はないが，その評価方法が適正な時価を算定
する方法として一般的な合理性を有するもの
ではなく，又はその評価方法によっては適正
な時価を適切に算定することのできない特別
の事情が存する場合（上記ウの推認が及ばず，
又はその推認が覆される場合）であって，同
期日における当該土地の客観的な交換価値と
しての適正な時価を上回るとき（上記アの場
合）であるということができる。」〔判旨Ⅸ〕
　このように述べた上で，本件敷地登録価格
につき，原審が行った適正な時価との多寡に
ついての審理判断とは別に，上記エ①②の場
合に当たるか否かについての審理判断が必要
であるとして，審理不尽により原判決を一部
破棄し，審理を原審に差し戻した。

⑵　評価基準の意義
　最判平成25・７・12は，評価基準について，
次のように述べている。「地方税法は，固定資
産税の課税標準に係る固定資産の評価の基準
並びに評価の実施の方法及び手続を総務大臣

（平成13年１月５日以前は自治大臣。以下同
じ。）の告示に係る評価基準に委ね（388条１
項），市町村長は，評価基準によって，固定資

産の価格を決定しなければならないと定めて
いる（403条１項）。これは，全国一律の統一
的な評価基準による評価によって，各市町村
全体の評価の均衡を図り，評価に関与する者
の個人差に基づく評価の不均衡を解消するた
めに，固定資産の価格は評価基準によって決
定されることを要するものとする趣旨である
と解され･･････，これを受けて全国一律に適
用される評価基準として昭和38年自治省告示
第158号が定められ，その後数次の改正が行わ
れている。これらの地方税法の規定及びその
趣旨等に鑑みれば，固定資産税の課税におい
てこのような全国一律の統一的な評価基準に
従って公平な評価を受ける利益は，適正な時
価との多寡の問題とは別にそれ自体が地方税
法上保護されるべきものということができ
る。」

⑶　補足意見
　同判決には，千葉勝美裁判官の補足意見が
ある。

「１　･･････土地の所有名義人が，自ら独自
に提出した鑑定意見書等に基づき，その時価
となるべき価格を算出して（以下，この価格
を「算出価格」という。），法廷意見の述べる

『特別の事情』（又は評価基準の定める評価方
法自体の一般的な合理性の欠如）の主張立証
を経ずに，上記の適正な時価を直接主張立証
することにより，当該算出価格が評価基準の
定める評価方法に従って決定された登録価格
を下回るとして，当該登録価格の決定を違法
とすることができるかが一応問題となろう。
　２　上記の『適正な時価』とは，正常な条
件の下に成立する当該土地の取引価格，すな
わち，客観的な交換価値をいうと解されるが，
これは評価的な概念であり，その鑑定評価は，
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必ずしも一義的に算出され得るものではなく，
性質上，その鑑定評価には一定の幅があり得
るものである。したがって，鑑定意見書等に
よっていきなり登録価格より低い価格をそれ
が適正な時価であると摘示された場合，その
鑑定意見書等による評価の方法が一般に是認
できるもので，それにより算出された価格が
上記の客観的な交換価値として評価し得るも
のと見ることができるときであったとしても，
当該算出価格を上回る登録価格が当然に適正
な時価を超えるものとして違法になるという
ことにはならない。当該登録価格が，評価基
準の定める評価方法に従ってされたものであ
る限り，特別の事情がない限り（又はその評
価方法自体が一般的な合理性を欠くものでな
い限り），適正な時価であるとの推認が働き

（･･････），これが客観的な交換価値であるこ
とが否定されることにならないからである。
　３　そもそも，このような算出価格が当該
登録価格を下回る場合，それだけで，上記の
適正な時価であることの推認が否定されて登
録価格の決定が違法となるのであれば，課税
を行う市町村の側としては，このようにして
所有名義人から提出される鑑定意見書等が誤
りであること，算出方法が不適当であること
等を逐一反論し，その点を主張立証しなけれ
ばならなくなり，評価基準に基づき画一的，
統一的な評価方法を定めることにより，大量
の全国規模の固定資産税の課税標準に係る評
価について，各市町村全体の評価の均衡を確
保し，評価人の個人差による不均衡を解消す
ることにより公平かつ効率的に処理しようと
した地方税法の趣旨に反することになる。
　４　実際上，登録価格が算出価格を上回る
ことにより，登録価格が上記の客観的な交換
価値を上回る場合というのは，評価基準の定

める評価方法によることが適当でないような
特別の事情がある場合に限られる。このよう
な特別の事情（又はその評価方法自体の一般
的な合理性の欠如）についての主張立証をし
ないまま独自の鑑定意見書等を提出したとこ
ろで，その意見書の内容自体は是認できるも
のであったとしても，それだけでは当該登録
価格が適正な時価であることの推認を覆すこ
とにはならないのであって，登録価格の決定
を違法とすることにはならない。
　（なお，実際上は，このような特別の事情の
存否が争われている場合でも，評価基準の定
める評価方法自体が不適当であるというので
はなく，評価方法の当てはめの適否（･･････）
の問題として処理すべきであることが多いも
のと思われる。また，仮にこのような特別の
事情があると認められる場合には，課税を行
う市町村の側としては，登録価格が適正な時
価を超えていないことの主張立証をする必要
が改めて生ずることになる･･････）
　５　したがって，土地の所有名義人が，独
自の鑑定意見書等の提出により適正な時価を
直接主張立証し登録価格の決定を違法とする
ためには，やはり，その前提として，評価基
準の定める評価方法によることができない特
別の事情（又はその評価方法自体の一般的な
合理性の欠如）を主張立証すべきであり，前
掲最高裁平成15年７月18日第二小法廷判決も
この考えを前提にしているものと解される。」

Ⅴ　攻撃防御構造の分析

１　攻撃防御構造の整理

　上記各最高裁判決から読み取ることができ
る攻撃防御の構造は，次のようなものである。
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⑴　処分の適法要件
　取消訴訟の訴訟物は処分の違法性一般であ
る。固定資産の評価を争う取消訴訟の場合は
審査決定の違法性一般であり（一部取消を求
める場合も同じ）�，これと表裏の関係にある
審査決定の適法要件は，〔Ⅰ〕「登録価格が賦
課期日における適正な時価を上回らないこと」

（〔判旨Ⅰ・Ⅳ・Ⅵ〕参照），〔Ⅱ〕「登録価格が
評価基準によって決定される価格を上回らな
いこと」（〔判旨Ⅳ・Ⅶ〕参照）の２点であ
る�。原告が請求原因において特定すべき審査
決定の違法性も，上記〔Ⅰ〕〔Ⅱ〕に対応す
る。固定資産の評価を争う取消訴訟において
は被告が処分の適法性を論証する責任を負う
との理解を前提とすれば�，最初に設定される
論証主題は，処分の適法要件

4 4 4 4

〔Ⅰ〕〔Ⅱ〕であ
る。
　［判旨Ⅷ］が述べるのは，適法要件〔Ⅱ〕を
満たせば，「評価基準に定める･･････評価法
の一般的合理性を媒介として」�適法要件〔Ⅰ〕
の充足が推認される，ということである。し
たがって，被告は，抗弁の中で適法要件〔Ⅱ〕
を基礎付ける事実を主張立証し，同時に，

（〔Ⅱ〕を〔Ⅰ〕へと媒介する）「評価基準の一
般的合理性」を基礎付ける事実を主張立証す
ることによって，適法要件〔Ⅰ〕の論証を果
たすことになる。
　〔判旨Ⅸ〕によれば，適法要件〔Ⅰ〕を基礎
付けるに当たり「評価基準の一般的合理性」
に依拠することができないとき（評価基準に
定める「評価方法が適正な時価を算定する方

法として一般的な合理性を有するものではな
く，又はその評価方法によっては適正な時価
を適切に算定することのできない特別の事情
が存する場合」），被告は，当該登録価格が「同
期日における当該土地の客観的な交換価値と
しての適正な時価を上回」らないことを主張
立証することによって，適法要件〔Ⅰ〕を基
礎付けることができる。その場合でも，処分
の適法要件は〔Ⅰ〕と〔Ⅱ〕であるから，被
告は，〔Ⅱ〕を基礎付ける事実を同時に主張立
証しなければならない。

⑵　抗弁以下の整理
　抗弁以下の攻撃防御構造は，以下のように
なる�。
　被告は，抗弁（E１）として，次の①②を
いずれも
4 4 4 4

論証しなければならない。①当該登
録価格が，当該固定資産に適用される評価基
準の定める評価方法に従って決定される価格
を上回らないこと（適法要件〔Ⅱ〕），②上記
評価方法が適正な時価を算定する方法として
一般的な合理性を有すること（適法要件〔Ⅰ〕）。
　原告は，再抗弁（R）として，❶ないし❸
のいずれかを

4 4 4 4 4

論証する。（R１）❶当該登録価
格が，当該固定資産に適用される評価基準の
定める評価方法に従って決定される価格を上
回ること（適法要件〔Ⅱ〕に対応），（R２）❷
上記評価方法が適正な時価を算定する方法と
して一般的な合理性を有しないものであるこ
と（適法要件〔Ⅰ〕に対応），（R３）❸上記
評価方法によっては適正な時価を適切に算定

�　増田稔「判解」最高裁判所判例解説 民事篇 平
成17年度（下）（法曹会，2008年）353頁参照。

�　阪本・前掲注�373頁。
�　貝阿彌亮「地方税（固定資産の登録価格に係る

不服の訴訟）」定塚誠編『行政関係訴訟の実務』（商

事法務，2015年）203頁参照。
�　阪本・前掲注�374頁参照。
�　以下の整理は貝阿彌・前掲注�特に203-211頁

に負うところが大きいが，整理の結果は必ずしも
同一でないことをお断りしておく。
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することのできない特別の事情が存すること
（適法要件〔Ⅰ〕に対応）。
　このとき，原告は，❷又は❸の論証に加え
て，❹当該登録価格が当該固定資産の客観的
な交換価値を上回ること（適法要件〔Ⅰ〕に
対応）を論証する必要があるか�。一見する
と，〔判旨Ⅸ〕は，これを肯定しているかのよ
うに読める�。しかし，被告が処分の適法要件

〔Ⅰ〕〔Ⅱ〕を論証しなければならないとすれ
ば（前記⑴参照），❷又は❸の論証によって適
法要件〔Ⅰ〕の推認が崩れているときに，さ
らに原告に❹の論証を要求する理由はない。
したがって，原告は，❷又は❸をそれぞれ単
独で論証すればよく，❷又は❸が認められる
ときは，被告において，③当該登録価格が当
該固定資産の客観的な交換価値を上回らない
こと（適法要件〔Ⅰ〕）を論証しなければなら
ないと解すべきである（千葉補足意見４の括
弧書も参照）。このルートが顕れるのは，通
常，原告が❷又は❸の論証に成功した場合で
ある。しかし，理論上は，被告が（E１）で
②の論証を断念し，❷又は❸の論証があるこ
とを前提として③の論証に入ることも許され
る�。
　それでは，この被告の③の論証を，抗弁と
整理すべきか，再々抗弁と整理すべきか。千
葉補足意見を要約すれば，原告は，まず「評
価基準の定める評価方法によることが適当で
ないような特別の事情」（❷・❸）を論証しな

ければならないが，これは③の論証に入る前
の被告にも当てはまる。というのも，評価基
準は，他の誰でもなく処分庁の裁量を拘束す
るから，評価基準によらない評価を正当化し
ようとするのであれば，先に被告がその必要
性を論証しなければならないと考えられる�。
したがって，原告が❷・❸の論証を迂回でき
ないように，被告もまた，❷・❸を迂回して
③を論証することは許されない。そのように
考えると，被告は，③を論証する前提として，
評価基準によることができない事情，すなわ
ち❷又は❸を根拠づける事実を自ら主張立証
しなければならない。このように，原告も被
告も❷・❸の論証を迂回することが許されな
いとすれば，③を❷・❸に続く再々抗弁と見
る余地も十分ある。この場合，③は❷・❸の
効果を覆滅し，（E１）（①＋②）の効果を復
活させるものと理解することになる。しかし，
①＋②の効果はあくまでも適法要件〔Ⅰ〕（「登
録価格が賦課期日における適正な時価を上回
らないこと」）という法的評価の推定�（ない
し擬制�）である。これに対し，③は①＋②か
らの推定（ないし擬制）を前提とせず，直接
に適法要件〔Ⅰ〕を論証する攻撃防御方法で
ある。極めて微妙な問題ではあるが，③は，
②と必ずしも両立せず，①＋②とは独立に処
分の正当性を基礎付ける主張と解すべきであ
る。そこで，本稿では，③を（E１）とは別
の抗弁の構成要素と整理する。その場合の要

�　その場合，（R２）の要件事実は❷＋❹，（R３）
の要件事実は❸＋❹となる。

�　この整理は，裁量審査においては原告が裁量の
逸脱・濫用を基礎付ける事実を主張・立証しなけ
ればならないという理解（後記Ⅵ３⑴参照）と親
和的である。

�　貝阿彌・前掲注�204頁参照。

�　最判平成27・３・３民集69巻２号143頁参照。
�　今出川幸寛「法律上の評価推定」伊藤滋夫編『商

事法の要件事実』（日本評論社，2015年）242頁，
伊藤滋夫『要件事実の基礎〔新版〕』（有斐閣，2015
年）112頁参照。

�　山本克己「事案解明義務」法学教室311号92頁
（2006年）参照。
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件事実は，（E２）①＋❷＋③，（E３）①＋❸
＋③である�。
　被告が③の論証に成功した場合，原告は，
❹当該登録価格が当該固定資産の客観的な交
換価値を上回ることを論証する。①＋❷＋③
を抗弁（E２），①＋❸＋③を抗弁（E３）と
する直前の整理に従えば，これは再抗弁（R）
となる。

⑶　規範的要件
　原告が❶について，被告が①について，文
字通り「主張立証する」�ことが可能であると
すれば，①と❶は両立する主張である（だか
らこそ，抗弁・再抗弁の関係に立つ）。このよ
うな整理が可能であるためには，①と❶はい
ずれも規範的要件であり，評価根拠/障害事
実を要件事実と考える必要がある。②と❷，
③と❹についても同じである。
　時価の評価は事実認定であると言われるが，
時価は事実として存在しているわけではなく，

人の評価として存在する�。また，登録価格が
時価より「高いか」「低いか」も，評価の問題
である。したがって，ⅰ当該登録価格が，当
該固定資産に適用される評価基準の定める評
価方法に従って決定される価格を上回らない
かどうか（上回るかどうか），ⅱ上記評価方法
が適正な時価を算定する方法として一般的な
合理性を有するかどうか（有しないかどう
か），ⅲ当該登録価格が当該固定資産の客観的
な交換価値を上回らないかどうか（上回るか
どうか）は，いずれも規範的要件である�。弁
論主義が適用されるのもこれらの事実につい
てであり，裁判所は，当事者が主張する時価
には拘束されない。

⑷　ブロック・ダイアグラム
　以上をブロック・ダイアグラムに整理する
と，図表のとおりである�。

�　③を再々抗弁と整理した上で，❷・❸の摘示を
要件事実の「せり上がり」と整理することも考え
られる（財産評価基本通達との関係で，今村隆「税
法における『価格』の証明責任」石島弘ほか編『納
税者保護と法の支配』〔信山社，2007年〕324頁が
そのような説明を試みる）。しかし，「せり上がり」
の本来の意味は，ある攻撃防御方法Aの主張が同
時にAに対して抗弁的に働く攻撃防御方法Bの主
張を含む場合に，さらに再抗弁的に働く要件事実
CをAの内容として主張せざるを得なくなること
を言う（司法研修所編『増補　民事訴訟における
要件事実　第一巻』〔法曹会，1989年〕62-64頁参
照）。たしかに，❷・❸は，（E１）に対して抗弁
的に働く攻撃防御方法Bに当たるということはで
きるが，（E１）の主張が同時に❷・❸を内包する
わけではなく，③を主張するためには❷・❸を主
張せざるを得ないというに過ぎない。「せり上が
り」はこれと反対で，❷・❸の存在が必然的に明
らかになるために③までを主張せざるを得ないと

いうものである。したがって，仮に③を再々抗弁
と整理する場合でも，これは厳密な意味での「せ
り上がり」ではない。②を構成する各事実がそれ
だけで評価基準の一般的合理性を基礎づけ得ない
ときは，（E１）は主張自体失当である（司法研修
所編・前掲書36頁参照）。このとき，被告が③を主
張しなければならないのは，②が論証できないか
らであり，①＋②に❷が内包されている（再抗弁
が成り立つ）からではない。もちろん，②の論証
失敗と❷の論証成功が意味するところは本来同じ
であると考え，この場合も含めて「せり上がり」
を定義し直すことは，可能であろう。

�　貝阿彌・前掲注�203頁，208頁。
�　「正常価格は，基礎となるデータに一定の方法を

適用した結果でてくる数値であるから，純粋な意
味での事実ではなく，事実の評価である」。岡村忠
生「税務訴訟における主張と立証」芝池義一ほか
編『租税行政と権利保護』（ミネルヴァ書房，1995
年）303頁。
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（ブロック・ダイアグラム）
訴訟物：固定資産評価審査決定の違法性一般

図表

Kg

　　　　ⓐ固定資産評価審査
決定がされたこと

又は
ⓑ審査の申出があった日から
30日が経過したこと及びその
間に固定資産評価審査決定が
されなかったこと
　　　　原告が出訴期間を遵
守したこと
　　　　ⓐの決定（又はⓑに
よるみなし決定）が違法であ
るとの主張

要件１

要件２

要件３

E１

①当該登録価格が，当該固定
資産に適用される評価基準の
定める評価方法に従って決定
される価格を上回らないこと

（の評価根拠事実）

（①と併せて）

②評価基準の定める評価方法
が適正な時価を算定する方法
として一般的な合理性を有す
ること（の評価根拠事実）

適法要件〔Ⅱ〕

適法要件〔Ⅰ〕（の推認）

R１

❶当該登録価格が，当該固定
資産に適用される評価基準の
定める評価方法に従って決定
される価格を上回ること（上
回らないことの評価障害事
実）

R２

❷評価基準の定める評価方法
が適正な時価を算定する方法
として一般的な合理性を有し
ないものであること（合理性
を有することの評価障害事
実）

R３

❸評価基準の定める評価方法
によっては適正な時価を適切
に算定することのできない特
別の事情が存すること

E２

①同前

❷＋③当該登録価格が当該固
定資産の客観的な交換価値を
上回らないこと（の評価根拠
事実）

適法要件〔Ⅱ〕

適法要件〔Ⅰ〕

R４

❶同前

R５

❹当該登録価格が当該固定資
産の客観的な交換価値を上回
ること（上回らないことの評
価障害事実）

E３

①同前

❸＋③同前

適法要件〔Ⅱ〕

適法要件〔Ⅰ〕

R６

❶同前

R７

❹同前
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⑸　各判決の位置づけ
　Ⅳの各判決は，次のように整理できる。最
判平成15・６・28は，原告が❶の論証に成功
した事例（被告が①の論証に失敗した事例）
である。そこでは，評価基準へのあてはめが
問題となった。最判平成15・７・18では，適
法要件〔Ⅰ〕の存否が争われた。原告は❹を
主張立証し，原審はこれを認めたが，最高裁
は， ❷・❸の論証がないとして原審を破棄し
た。最判平成21・６・５も同じく適法要件

〔Ⅰ〕が争われた。原審が❸の論証ありとした
のに対し，最高裁は，❸の論証が足りないと
して原審を破棄した。最判平成17・７・11も
適法要件〔Ⅰ〕を争う事案であったが，判決
は，傍論ながら適法要件〔Ⅱ〕の存在に言及
した。以上を総合する役割を果したのが最判
平成25・７・12である。同判決は，一般論と

して処分が適法であるためには適法要件〔Ⅰ〕
〔Ⅱ〕が必要であることを明言し，その論証と
して（E１）（E２）（E３）の３ルートが存在
することを明らかにした。
　なお，近年の最高裁判決として，最判平成
30・７・17判時2391号10頁， 最判平成31・
４・９判時2423号17頁がある。両判決は，い
ずれも評価基準へのあてはめの誤りを捉えて

「固定資産の評価に関する法令の解釈適用を誤
った違法がある」とした上で，「登録価格が評
価基準によって決定される本件各土地の価格
を上回らないか否か」について更に審理が必
要とした。①❶のステージで決着をつけてお
り，最判平成25・７・12千葉補足意見４の括
弧内に示された考え方をとったものと思われ
る。

�　最判平成25・７・12の千葉補足意見も，時価を
「評価的な概念」とする。時価を規範的要件と整理
する研究として，小柳誠「税務訴訟における立証
責任」税務大学校論叢50号（2006年）361頁があ
る。反対，今村・前掲注�320-321頁。今村は，
①価格が理論上一義的に認定されるべきものであ
ることから，これを事実についての判断とする。
また，②たとえば基準によりがたい特別の事情は
それのみで再抗弁として抗弁の効果を覆滅するが，
これは抗弁との総合判断ではないし，③基準によ
りがたい特別の事情に対してさらに「他に合理的
な評価方法があること」や「客観的交換価値」が
再々抗弁となるが，これは規範的要件の構造とは
異なるとする。しかし，①は前提が疑問である。
②も，たとえば賃借権譲渡と賃貸人の承諾（民法
612条１項）のように，単独の攻撃防御方法として
類型化されているものであっても本質的には（背
信性の）評価根拠/障害事実の一種と理解できる
ものがあるから（伊藤・前掲注�292-294頁参照），
ある再抗弁が単独で抗弁の効果を覆滅することは
抗弁が規範的要件でないことの論拠としては十分
でない。③も，それらの攻撃防御方法が抗弁と両
立しない事実の主張を含む可能性を理論上排除で

きないことから，再々抗弁ではなく別の抗弁と整
理すべきである。

　　さらに，「適正な時価」を規範的要件と整理する
ほうが現在の民事裁判実務とも整合的である。た
とえば，地代等増減額請求訴訟において地代等の
増減額を主張する者は，当該物件の地代等として
ある金額aが相当になったことを主張立証しなけ
ればならないが，これは規範的要件とされ，当事
者は，aが相当となったことを基礎付ける具体的
事実を主張立証しなければならない（司法研修所
編『民事訴訟における要件事実　第二巻』（法曹
会，1992年）70頁参照）。適正な地代等と適正な交
換価値とで考え方を変える合理性はないから，民
事裁判実務を前提とする限り，適正な時価や基準
価格との比較を伴う要件は，規範的要件と整理す
べきであろう。

　　なお，規範的要件の範囲を拡大することに批判
的な見解として，他に弘中聡浩「租税証拠法の発
展」金子宏『租税法の発展』（有斐閣，2010年）472
頁がある。

�　請求原因につき，岡口基一『要件事実マニュア
ル４〔第５版〕』（ぎょうせい，2017年）255-256頁
参照。記号等は適宜変更した。
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２　攻撃防御構造の整理から見えてくるもの

⑴　裁量審査との親近性
　「裁量の逸脱」と「時価からの逸脱」は，と
もに法的評価であるから，原則として，それ
らの評価を基礎付ける評価根拠/障害事実が
主張立証の対象となる�。ところが，一定の拘
束力を備えた裁量基準がある場合，裁量基準
を中心に要件事実が組み直され�，主張立証責
任の振り分けが行われる�。それが，裁量審査
で一般的にとられている「二段階の合理性審
査」である�。
　固定資産の価格をめぐる訴訟において，処
分の基準への適合性（①）と基準の合理性

（②）が論証主題となる点は，この「二段階の
合理性審査」そのものである。また，❷・❸
といった一定の事情が認められる場合には当
該基準を離れ，判断過程において適切な考慮
事項が考慮されたかどうかを審査する点も，

「裁量基準が設定されている場合における行政

処分の司法審査の態様と，まさに合致する」�。
　このように，一連の最高裁判決において，
評価基準は拘束力のある裁量基準として機能
しているように読める�。

⑵　個別事情の考慮と「時価の論証」
ア 　❷・❸を経由しない「時価の論証」の否

定
　それでは，この評価基準の拘束力と処分庁
の個別事情考慮義務の関係をどう理解すべき
か。最判平成25・７・12を千葉補足意見と併
せ読むならば，最高裁は，原告が❷・❸の論
証を迂回し，原告のイニシアチブで時価の論
証に入ることに対しては否定的と見るべきで
ある�。そうすると，（E１）に対し，原告が
再抗弁として❹を論証する展開は想定されて
いない。これは，①＋②の要件を満たす場合，
❸を除いて（納税者側からも）個別事情を論
ずる余地がなくなることを意味している。

�　反対，藤山雅行「行政事件と要件事実」伊藤滋
夫＝長秀之編『民事要件事実講座　第２巻』（青林
書院，2005年）336頁（注28）。

�　規範的要件の評価根拠/障害事実の中にこのよ
うなものが存在することについて，伊藤・前掲注
�292-294頁参照。

�　「行政機関が裁量権をいかに行使すべきかについ
ての『模範』が，一定の要件事実との対応におい
て裁量権の範囲を一義的に定める『法』へと接近
し，裁量権濫用についての逸脱審査が，法適用事
項についての判断代置へと接近し，したがってま
た，裁量権の範囲内でいかなる行動をとるべきか
という裁量問題が，あたかもそれ自体として法律
問題であるかのごとく扱われるに至る，という可
能性が存在することは事実上否定しえない」（小早
川光郎「裁量問題と法律問題」法学協会編『法学
協会百周年記念論文集　第二巻』（有斐閣，1983
年）343頁）。

�　常岡・前掲注�２頁参照。

�　田代・前掲注⑵92-93頁。他にも，最判平成15・
６・26について，「『客観的な交換価値』という外
枠が地方税法の解釈上存在し，その外枠をはみ出
していないかどうかを裁判所が審査できるし，ま
た審査しなければならない，という考え方」をと
ったという評価があるが（増井良啓「判批」法学
協会雑誌122巻９号167頁（2005年）），法が定める

「枠」からの逸脱を審査する判断枠組は，まさに裁
量処分の司法審査である。同様に，最判平成25・
７・12について「評価基準が定める評価方法に従
ったものであるかどうかという算定過程」の考慮
を要求したと評されるが（伊川正樹「判批」税務
QA2014年４月号99頁（2014年）），これも判断過
程審査との親和性を感じさせる。

�　財産評価基本通達について同じ読み方を提案す
るものとして，山田麻未「判批」民商法雑誌153巻
６号1024-1025頁（2018年）がある。

�　人見剛「判批」ジュリスト1466号［平成25年度 
重要判例解説］59頁（2014年）参照。
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イ 　個別事情考慮義務とストレートな「時価
の論証」

　しかし，一般論として言えば，評価推定を
含む抗弁に対し，推定された評価の評価障害
事実�ないし反対評価を基礎づける評価根拠事
実�は再抗弁になる。（E１）は要件①＋②か
ら構成されており，①か②のどちらかが評価
不能に陥れば，適法要件〔Ⅰ〕（②の場合）ま
たは〔Ⅰ〕〔Ⅱ〕（①の場合）が崩れるのであ
るから，❷・❸の論証がなくとも，何らかの
方法で適法要件〔Ⅰ〕の不存在がダイレクト
に論証されたならば，処分の違法性は否定し
得ないようにも思われる�。
　これを裁量論として見れば，裁量基準があ
ったとしても処分庁は法の趣旨を汲み取り個
別事情を考慮しなければならないはずである。
処分の適法性の「推認」を妨げ，あるいは違
法性を基礎づける事実は，まさに個別事情そ
のものである。①＋②の効果として，❷・❸
を除き反対評価（個別事情）の論証が一切許
されなくなると解するのは,個別事情考慮義務
の観点からも行きすぎではないか。このよう
に考えると，❷・❸を経由せずとも登録価格
が「ストレートに違法となりうる場合」�を認
める見解が成り立ちそうである。
　この見解が千葉補足意見よりも説得力を持

ち得るか否かは，①＋②の論証（＝適法要件
〔Ⅰ〕の推定）を覆す事情として，❷・❸の他
に具体的に何をあげられるかにかかっている。
そのような事情が現実に存在し得るならば，
この立論によって，E１ルート上に再抗弁と
して❹を論証するルートが拓かれる。
ウ　幅のある「時価」概念と実体審査の要件
　前記イの見解は，地方税法の規定の中に「理
念上の時価」�を想定し，そこへの接近を試み
るアプローチであるが�，おそらく，最高裁
は，別の前提をとっている。その前提とは，
地方税法は「最適解」の追求を要請しておら
ず，一定の幅の中での合理的かつ一律的な解
決を求めている，というものである�。
　立法府が行政府に裁量を付与する理由は
様々であり，処分庁のきめ細かな調整を期待
するものもあれば，一定の枠内での画一的処
理を期待するものもある�。固定資産の評価に
おいて各行政府に裁量が付与される根拠は，

「客観的交換価値」が架空の取引の価格であ
り，評価方法には無数の組合せがあり得ると
いう点にある。そこでは，一定の幅の中で「時
価」をどのようにして求めるかという選択，
決断をしなければならず，判例は，そこに「評
価に関与する者の個人差に基づく評価の不均
衡」（最判平成25・７・12）�が入り込むこと

�　伊藤・前掲注�113頁参照。伊藤は，評価推定
の前提事実の主張立証は評価根拠事実の主張立証
に代わるものであるという理解の下，評価推定の
効果を打ち消す攻撃防御方法の要件事実を当該評
価の評価障害事実と整理している。

�　今出川・前掲注�244-245頁参照。
�　田中治「判批」判例評論665号32-33頁（2014年）

参照。
�　渡辺徹也「判批」別冊ジュリスト228号［租税判

例百選〔第６版〕］186頁（有斐閣，2016年）187
頁。仲野武志『法治国原理と公法学の課題』（弘文

堂，2018年）341頁も時価の論証に好意的で，千葉
補足意見も審理の順序まで明言していないと読む。

�　田中・前掲注�29頁。
�　たとえば，田中・前掲注�33頁は，一定の幅の

中で「適正な時価を個別具体的に追求することに
は十分な理由がある」とする。

�　このような２種の裁量概念がありうることにつ
き，小早川光郎編『行政手続法逐条研究』ジュリ
スト増刊246-247［塩野宏発言］（1996年），船渡・
前掲注�180-181頁参照。

�　高木・前掲注⑻100頁参照。
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を警戒している。
　千葉補足意見の根底にあるのも，「適正な時
価」が「評価的な概念であり，その鑑定評価
は，必ずしも一義的に算出され得るものでは
なく，性質上，その鑑定評価には一定の幅が
あり得る」�という認識である。千葉補足意見
によれば，時価に一定の幅がある以上，「鑑定
意見書等によっていきなり登録価格より低い
価格」が「適正な時価であると摘示された場
合」であっても，「当該算出価格を上回る登録
価格が当然に適正な時価を超えるものとして
違法になるということにはならない」�。なぜ
なら，この場合には，登録価格も鑑定意見書
の価格もどちらもあり得べき解の中の１つに
過ぎず，当然に鑑定意見書の価格だけが

4 4 4

適正
な時価であるということにはならないからで
ある。①＋②による「推認」が破られない限
り，登録価格は適正な時価の範囲内にあるか
ら，適法要件〔Ⅰ〕は崩れない。
　このとき，①＋②による「推認」は，法的
評価の推定を超えて「評価の擬制」へと接近
する�。原告は，前提事実のみを争うことがで
き，擬制された評価を直接争う途は封じられ
るからである。
エ 　評価基準の法規性と個別事情考慮義務の

否定
　さらに進んで，評価基準を法規命令とみる

ならば�，その内容が委任の趣旨に適う合理的
なものである限り，処分庁も裁判所もこれに
覊束され，これを一律に適用しなければなら

4 4 4 4 4 4 4

な
4

い
4

�。この場合，処分庁は，評価基準に定め
のない個別事情を考慮できず，評価基準の枠
外で価格の決定をすることも許されないこと
になる�。
　しかし，そうだとすると，❸の要件を説明
できない。❸の要件は，極めて限定的ながら
も，処分庁が評価基準の外の事情を考慮し，
評価基準を逸脱しなければならない場合があ
ることを前提としている。そうすると，最高
裁は，やはり法規命令とは区別されたものと
して評価基準を理解していると読める�。
オ　小括
　以上のとおり，最高裁判決の読み方として
は，前記イないしエのうち，ウの理解をとっ
たと見るのが素直である。原則として一律適
用される評価基準は，その拘束力の点で「裁
量基準とはいえ，根拠法に限りなく近い存在
に転化している」�が，特別の事情（❸）があ
る場合にはそこからの逸脱が許される点で，
なお処分庁を完全に覊束する法規とは一線を
画している，と読むのである。
　とはいえ，処分庁を完全に覊束する法規命
令も，信義則等の法の一般原則により適用が
許されない場合がある。信義則の適用は，処

�　民集72巻６号1259頁。
�　民集72巻６号1262頁。
�　民集72巻６号1262-1263頁。
�　仲野・前掲注�338頁参照。
�　金子・前掲注�772頁，碓井光明『要説　地方

税のしくみと法』（学陽書房，2001年）188頁は，
一種の
4 4 4

委任立法とする。
�　山本・前掲注�23頁，船渡・前掲注�203頁，

常岡孝好「行政裁量の手続的審査の実体（中）」判
例評論637号150-151頁（2012年）参照。

�　そのような最判平成25・７・12の読み方があり
得ることについて，人見・前掲注�59頁，塩野・
前掲注⒁112頁注⑴参照。

�　田代・前掲注⑵92頁参照。もっとも，そのよう
な「特別の事情」はほとんどありそうにないとも
いわれている。碓井・前掲注�183頁，199頁，（家
屋について）澁谷雅弘「判批」民商法雑誌129巻６
号153頁（2004年）参照。

�　常岡・前掲注�159頁（注132）参照。
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分が法規の枠内で行われていることを前提に，
当該法規の適用自体を否定するものである。
これに対し，個別事情考慮義務は，法規を適
用することの要請であるから，両者は次元を
異にしている�。しかし，憲法による制約が根
拠法の内部の問題〔＝解釈問題〕に解消でき
るのと同じように�，およそ法規は信義則に反
して適用できない（それが「法律による行政」
の求めるところである）のだとすれば，信義
則の問題（法規の適用が許されない場合）と
根拠法の解釈問題（裁量基準の一律適用が許
されない場合）は，実は，ほとんど違いがな
いのかもしれない�。「特別の事情」の中に前
者を含めて読むことが許されるならば，最高
裁の判断枠組によっても評価基準の法規性は
否定されていないことになる。

Ⅵ　その他の諸問題

　以下では，残された若干の問題を検討する。

１　２つの時価が論証された場合

　時価は「評価的な概念」であり，性質上，
鑑定評価には一定の幅があり得るとすれば，
原告・被告が論証する時価も，これを受けて
裁判所が認定する時価も，あり得べき複数の
解の中の１つに過ぎないことに変わりはない。
それにもかかわらず， ❷又は❸が論証された
場合に限って，何ゆえ特定の１つの値を時価

と同定し，これと登録価格の高低を比較する
ことができるのか。おそらく，❷又は❸の論
証をもって登録価格が「適正な時価」の枠内
にあるとの推定が崩れる結果，他に比較すべ
き「適正な時価」が存在しなくなるからであ
ろう。
　それでは，❷又は❸に続いて原告が③で登
録価格より低い時価を，被告が❹で登録価格
より高い時価をそれぞれ論証した場合はどう
なるか。裁判所がどちらの値も「一定の幅」
の中にあるとの心証を形成したならば，登録
価格は時価の範囲に納まっていることになる。
この場合，❹の論証が足りない（③が崩れな
い）から，原告の請求は棄却される。

２　R１ルートの展開可能性

　適法要件〔Ⅱ〕について，再抗弁（R１）❶
が認められた場合に，再々抗弁以下の攻撃防
禦方法が存在しないのかは不明である。❷・
❸を前提としない③の論証は許されず，被告
が③の論証に成功したとしても❶の論証によ
って（E２）（E３）の効果が覆滅されるとす
れば，（R１）❶に対して被告が③を論証する
ルートを設定するのは無意味である。したが
って，現時点で（R１）に続く攻撃防御方法
は想定されていないと考えられる。

�　前者が「合法性の原則」の後退であるのに対し，
後者は「合法性の原則」の貫徹である。

�　山本・前掲注⑹14頁参照。
�　最判平成19年２月６日民集61巻１号122頁は，被

告（県）による消滅時効の主張を信義則に反する
としたが，藤田宙靖裁判官の補足意見では，当該
事案について地方自治法上の適用除外要件に準ず
る事情があったと説明されている。また，民法学
者の石田穣によれば，立法者が予想しなかった事

件については制定法が欠缺しており，欠缺を補充
して制定法を解釈すれば当該制定法は本来その問
題に適用されないことがわかるが，この欠缺の補
充こそが信義則の適用であるという。制定法の適
用範囲を立法者意思によって限定する特定の法解
釈方法論を前提としており，応用できるかは検討
を要するが，興味深い整理である。石田穣『民法
総則』（信山社，2014年）89-90頁参照。
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３　立証責任論

⑴　立証責任の分裂
　固定資産の評価を裁量処分と解する場合，
立証責任の所在をどう考えるか。
　課税処分取消訴訟においては被告が処分の
適法性を主張立証しなければならないという
のが裁判実務であり，通説である（101）。しかし，
これは課税要件の存否が争われる場面を想定
しており，課税要件の設定が争われる場面を
必ずしも射程に収めていない。
　取消訴訟一般の立証責任について通説を見
出すことは難しいが，裁量審査について言え
ば，「行政処分の違法を主張する者が，裁量権
の逸脱，濫用について証明責任を負うとする
のが判例の考え方である（最大判昭53・10・
４民集32・７・1223，最判昭和63・７・14集
民154・273）」（102）とされる。伊方原発事件の最
高裁判決も，同旨を述べる。固定資産の評価
を争う訴訟でも同じ判断過程審査が行われて
いるとすれば，被告が価格の決定の適法性を
基礎づける事実について主張立証責任を負う
との理解（103）を，どこまで維持できるか。

⑵　立証責任論への懐疑
　１つの切り口として，行政訴訟では真偽不

明の状態を生じないよう適切に求釈明が行わ
れており（104），立証責任の所在を論じることに
意味はない，というものがあり得る。たとえ
ば，伊方原発事件最高裁判決は，建前として
原告の立証責任を認めながらも，「被告行政庁
の側において，まず，その依拠した前記の具
体的審査基準並びに調査審議及び判断の過程
等，被告行政庁の判断に不合理な点のないこ
とを相当の根拠，資料に基づき主張，立証す
る必要があり，被告行政庁が右主張，立証を
尽くさない場合には，被告行政庁がした右判
断に不合理な点があることが事実上推認され
るものというべきである。」とする。これは，
義務違反を媒介として「何らかの不合理な点
がある」という法的評価を擬制したものであ
る（105）。そうだとすると，最判平成25・７・12
との間に大きな違いはないように見える。
　また，裁量権の逸脱濫用という法的評価に
ついてはそもそも立証責任を観念することが
できないところ（106），さらに論を進めて，評価
根拠/障害事実の存否についても同様に解す
る有力な見解もある。そこでは，ある評価根
拠/障害事実について「ある程度の心証」が
得られたとき，裁判官は「ある程度の心証」
を前提に法的評価をすればよく，客観的証明
責任は適用されないと説明される（107）。

（101） 泉德治ほか『租税訴訟の審理について（第３版）』
（法曹会，2018年）172-186頁，南博方ほか編『条
解行政事件訴訟法〔第４版〕』（弘文堂，2014年）
252-266頁［岩﨑政明］，最判平成22・６・３民集
64巻４号1010頁の金築誠志裁判官補足意見参照。

（102） 南ほか編・前掲注（101）245頁［鶴岡稔彦］。体系書
として，原田尚彦『行政法要論（第７版補訂２版）』

（学陽書房，2012年）420頁参照。
（103） 貝阿彌・前掲注�203頁参照。
（104） 藤田宙靖『行政法総論』（青林書院，2013年）480

頁参照。

（105） 垣内秀介「判批」別冊ジュリスト226号［民事訴
訟法判例百選〔第５版〕］（有斐閣，2015年）133頁
参照。

（106） 藤山雅行「行政訴訟の審理のあり方と立証責任」
藤山雅行＝村田斉志編『新・裁判実務大系25　行
政訴訟〔改訂版〕』（青林書院，2012年）410-413
頁，阿部泰隆『行政法解釈学Ⅱ』（有斐閣，2009
年）227頁参照。民事訴訟法学の分野でも，規範的
要件の成否は法的評価であるから立証責任を観念
できないとされる。伊藤・前掲注�320頁，巽・
前掲注⒄111頁参照。
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　たしかに，原告も被告も裁判所の評価を獲
得するため評価根拠/障害事実の主張立証を
尽くさなければならないのだとすると，主張
立証責任を論ずる意味は大きくないのかもし
れない。

⑶　本稿の立場
　しかし，これらの場面でも，評価不能のリ
スクを誰が負担すべきかという問題は残る（そ
の意味で，「論証責任」と呼ぶのが適切であ
る）。昭和25年当時の通路の幅員が問題となっ
た前掲最判平成30・７・17は，まさにそのよ
うな事案であった。また，評価根拠/障害事
実Ａの存否についても，「ある程度の心証」が
得られた場合，裁判官は，「ある程度の心証」
のまま評価を行なっているというより，「Ａの
存否についてある程度の蓋然性が認められる
ような状況a」の存在を認定していると考え
るほうが理論的には一貫する（108）。
　このように，前記⑵の懐疑論に与すること
なく両説を整合的に理解しようと努めるなら
ば，事案の違いや根拠法令の仕組から論証責
任の区別を導くのが素直である。たとえば，

根拠法令の違い，審査基準か処分基準か，行
政庁の政策的判断が求められるか否か（109），原
告が行政行為の名宛人か否か，原告に対する
具体的権利侵害があったか否か，といった点
である。しかし，上記各要素を取り出してみ
ても，論証責任の分裂を合理化する決定的要
素は見出し難い。
　両説における論証責任の分裂を合理化でき
ないとすれば，これまでの説明のどこかが破
綻していることも考えられる。これについて，
筆者は，「裁量権の踰越・濫用にあたる事実は
原則として原告側が立証責任を負う」（110）という
定式に問題があると考える。行政法学の成果
によれば，覊束行為と裁量行為の区別は相対
的であり（111），裁量基準は暫定的にであれ行政
庁を覊束する。そうであるとすれば，裁量基
準の合理性及び処分の基準適合性の第一次的
な論証責任を，覊束行為のそれと区別する理
由はない。このように考えると，原則として
被告に処分の適法性の論証責任を負わせ，裁
量行為も同様とする見解が有力な選択肢とし
て浮上する（112）。その上で，被告が何をどこま
で論証すれば原告に論証責任が移るのかを個

（107） 高橋宏志『重点講義　民事訴訟法　上〔第２版
補訂版〕』（有斐閣，2013年）524頁，山本和彦「総
合判断型一般条項と要件事実」同『民事訴訟法の
現代的課題』（有斐閣，2016年）275-276頁，巽・
前掲注⒄109-111等。たとえば，評価根拠事実abc
について，｛a（90%），b（70%），c（60％）｝の心
証があり，評価障害事実defについて{d（80％），
e（50%），f（０%）}の心証が形成されたときに，
客観的証明責任のルールを適用すれば，｛a（100）
＋b（０）＋c（０）｝｛d（100）＋e（０）＋f（０）｝
ということになる。しかし，この場合，むしろc
は六分四分，eは五分五分という心証のまま総合
判断を行うべきではないか，という議論である。
実務家の発言として，賀集唱ほか「［座談会］証明
責任とその周辺」判タ350号47頁，52頁［賀集唱発

言］，52頁，54頁［倉田卓次発言］（1977年）。
（108） 伊藤・前掲注�323-327頁参照。
（109） 原発の安全性判断は社会がどこまでのリスクを

許容できるかという政策的判断を含まざるを得な
い。高橋利文「判解」最高裁判所判例解説 民事篇 
平成４年度（法曹会，1995年）419頁，原田・前掲
注�182-183頁，高木光「判批」判例評論414号32
頁（1997年），山本・前掲注⑹13頁参照。これに
対し，いかなる評価方法によって定められたもの
が「適正な時価」であるかは，民主主義によって
決めることではない。

（110） 原田・前掲注（102）420頁。
（111） 田中・前掲注⑽282頁参照。審理構造の点から
「二分法」を否定するものとして，深澤・前掲注
⒂37頁参照。
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別に探求していくのが生産的であろう（113）。固
定資産の評価をめぐる一連の最高裁判決は，
そのような試みの１つと評価できる（114）。

４　勝訴判決の上限を画する訴訟行為

　最判平成17・７・11が〔判旨Ⅴ〕で述べる
ように，被告は，「適正な時価」の主張立証に
より請求の一部棄却（決定の一部取消）の結
論を導き得る。とすれば，抗弁（E２）及び

（E３）における③の主張立証は，同時に「勝
訴判決の上限を画する訴訟行為としての意味
を持つ」（115）。
　同最判は，「審理の結果，基準年度に係る賦
課期日における当該土地の適正な時価等を認
定した場合には」，「納税者が，審査決定の全
部の取消しを求めているか，その一部の取消
しを求めているかにかかわらず」一部取消を
すれば足りる，と述べており〔判旨Ⅴ〕，原告

において取消の範囲（＝適正な時価）を論証
することまでは要求していない。したがって，
登録価格の適法性の論証が不十分であり，か
つ，適正な時価が認定できないとき，裁判所
は，原則として処分を全部取消すことにな
る（116）。「勝訴判決の上限を画する訴訟行為」と
しての時価（を基礎づける評価根拠事実）の
主張立証責任は，被告が負うと解すべきであ
る。

おわりに

　以上，本稿では，固定資産の価格を争う訴
訟の審理構造を裁量論の視点から分析してき
た。取り上げた論点はいずれも新しいもので
はないが，固定資産の評価をめぐる従来の論
点と行政法理論及び要件事実論との関連を，
多少なりとも明らかにできたのではないかと
考える。

（112） 王天華「行政裁量の観念と取消訴訟の構造（五・
完）」国家学会雑誌120巻７・８号46頁（2007），宮
崎良夫『行政訴訟の法理論』（三省堂，1984年）
291-292頁，小早川光郎「調査・処分・証明」成田
頼明他編『行政法の諸問題　中』（有斐閣，1990
年）262頁，272-273頁，藤山・前掲注（106）408頁，
塩野宏『行政法Ⅱ〔第６版〕』（有斐閣，2019年）
174頁，阿部・前掲注（106）226頁，芝池義一『行政救
済法講義〔第３版〕』（有斐閣，2006年）91頁等。

（113） 王・前掲注（112）76-81頁参照。
（114） 最判昭和63・７・14集民154号273頁も，主務官

庁の裁量行使に一応の合理性がある場合に
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

原告が
論証責任を負うとする。ここでの最初の論証主題
は，あくまでも裁量行使の合理性

4 4 4

である（それが
「一応」で足りるのは，論証度の問題である。小早
川・前掲注（112）278頁（注47）参照）。

（115） 増田・前掲注�353-354頁。
（116） 評価基準の定める評価方法の一部について合理

性が認められないときは，その部分について被告
が③の論証を補充しなければならないと解すべき
であろう。


